
　　※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがあります。

① 26年度補正予算（10月～3月）のあらまし　一般会計「２号～５号補正」の概要 ② 26年度予算の執行状況　　一般会計 (平成27年 3月31日現在)

③ 区民の負担概況 (平成27年3月31日現在) ④ 財産の現在高 (平成27年3月31日現在) 　　　⑤ 公債の現在高 (平成26年度末現在高)

　　　　　

財 政 状 況 の 公 表 （26年度下半期）概要版

　補正後の一般会計予算の構成
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3,602億円

(58.1%)

基金とは…

積立基金と運用基金の２種

類があります。左の基金はこ

の２つの合計です。

積立基金は、家計でいうと

貯金です。災害発生時や老朽

化した施設の改築等への備え

で、３月末現在高は1,084億円

です。

運用基金は、一定額の基金

を土地取得のために運用する

もので､200億円あります。

26年度末

現在高

143億円

土木債

70億円

(48.6%)

教育債

74億円

(51.4%)

公債(区債)とは…

家計でいうと住宅ローンな

どの借金です。

道路整備や学校の大規模改

修など、いくつかの世代にわ

たって利用することのできる

施設について、将来の区民の

方々にもその費用の一部を負

担していただくため、公債(区

債)を借り入れ、負担の公平を

図っています。

〔円〕

区民一人あたり財産現在高 90万8,554円 区民一人あたり公債現在高 2万1,008円

合 計

6,196億円

(億円)(億円)

環境費

91億円（3.9%）

その他 1２１億円(5.1%)
・都市開発費 58億円

・公債費 22億円等

26年度25年度
工作物 229億円(3.7%) その他 87億円(1.4%)

基 金

1,284億円

(20.7%)
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収入済額
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支出済額

歳 出

歳 出

補 正額
164億9,147万円

※前年度からの継続費逓次繰越額、

繰越明許費繰越額及び事故繰越額を含む。

諸収入 48億円（2.0%） その他 163億円（6.8%）

繰越金 92億円（3.9%）

国保保険料特別区民税 介護保険料 後期保険料

80,320円

※前年度からの繰越財源を含む。

その他
(減額補正を含む) 

区民生活費

114億円（4.8%）

76,384円

特別区交付金 72億9,903万円

繰越金 60億1,729万円

繰入金 23億589万円

特別区税 11億2,157万円

国庫支出金 △15億2,716万円

12億 7,486万円
その他
(減額補正を含む) 

都支出金 129億円（5.4%）

教育費
222億円
（9.4%）

△６億4,600万円

（納税義務者

一人あたり）

（被保険者

一人あたり）

（被保険者

一人あたり）

（被保険者

一人あたり）

143億3,725万円

31億5,569万円

9億8,900万円

9億2,763万円

△22億7,210万円

財政調整
基金積立金

教育施設等改築
基金積立金

国民健康保険事業
特別会計操出金

生活保護費

地方消費税交付金

69億円（2.9%）

建 物

994億円

(16.1%)



　おもな新規・拡充・重点事業

私立幼稚園運営補助 27年度予算額　　＜8億8,210万円＞

保育施設整備助成 ＜6億2,450万円＞

認定こども園運営補助 ＜2億4,748万円＞

防災行政無線のデジタル化 ＜9,605万円＞

勤労福祉会館等複合施設建設 ＜7,416万円＞

証明書コンビニ交付サービス導入 ＜7,388万円＞

小・中学校への防災井戸整備 ＜6,333万円＞

学校施設の改築 ＜44億4,360万円＞

　防災力向上のため、27年度からの５カ年計画で小・中学校全校に防災井戸を設置します。

　「子ども・子育て支援新制度」に移行する私立幼稚園に対し、施設型給付を行います。

平成27年度 当初予算の概要

歳出の性質別内訳

※各計数は、原則として表示単位未満四捨
　五入のため、合計等に一致しないことが
　あります。

  「子ども・子育て支援新制度」に移行する認定こども園に対し、施設型給付を行います。

　認可保育園3施設・小規模保育事業6施設を新設します。また、「子ども・子育て支援新制度」に移
行を希望する認証保育所などに対する整備費補助を行います。

　28年1月以降、住民票・印鑑証明書のコンビニエンスストア（区内183店舗）での交付サービスを開
始します。

　老朽化した区立の小・中学校を改築します。今年度は春江・第三松江・篠崎第三小学校および松
江第五中学校の学校改築を進め、小松川第二中学校の改築計画を進めます。

　老朽化した都営住宅の建て替えに伴い、勤労福祉会館、船堀第二保育園、子育てひろばの機能
を併せ持つ複合施設を建設するための設計などを行います。

　電波法改正により、27年度からの５カ年計画で防災行政無線のデジタル化を推進します。
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特別区税

487億円

(22.3%)

国庫支出金

481億円

(22.0%)

歳 入

2,188億円

子ども家庭費

455億円

(20.8%)

平成27年度より、新公会計制度導入に伴い予算体系を組替えています。

福 祉 費

687億円

(31.4%)

環境費
89億円(4.1%)

教育費

234億円

(10.7%)

健康費

232億円

(10.6%)

◆基金残高※

※財政政調整基金、街づくり基金、

文化施設等建設基金、災害対策基金、

教育施設及び区民施設等改築基金、

減債基金の年度末合計残高

●区債残高

区債残高は、18年度、19年度及び24年度に繰上償還を実施し、26年度末

には143億円に減少しています。

主要積立基金の残高は､「財政調整基金｣などへの積立により26年度末で

は1,238億円に増加しました。

〔年度〕

〔億円〕

区の職員数は、清掃事

業が移管された12年度に

5,057人まで増加しました

が、行財政改革などによ

り、13年度以降、減少し

て27年度には3,654人とな

り、1,403人の減となって

います。

一 般 会 計

職員数

の推移

〔年〕

〔人〕

※各年4月1日の職員数

えどがわ環境財団、清掃一部事務組合等の派遣職員を含む。

歳 出

2,188億円

その他 71億円(3.1%)

諸収入 42億円(1.9%)

使用料及び手数料

42億円(1.9%)

その他 187億円(8.5%)

・文化共育費 59億円

・経営企画費 52億円

・都市開発費 36億円

・公債費 23億円

・議会費等 18億円

地方消費税交付金

98億円(4.5%)

扶助費

856億円

(39.1%)

物件費

374億円

(17.1%)

人件費

355億円

(16.2%)

投資的

経費

166億円

(7.6%)

繰出金

213億円

(9.7%)

その他

97億円

(4.5%)

補助費等

127億円

(5.8%)

生活保護費、熟年者や障害者への

手当、医療費助成など福祉的な給

付経費

職員の給与、退職金、

委員の報酬などの人に

関わる経費

物品の購入、

仕事の委託

などの消費的

性質の経費

道路や公園、区民施設

の整備や用地取得など

の社会資本形成に使わ

れる経費

国民健康保険、

介護保険など

特別会計を支

える経費

私立幼稚園保育

料や融資の利子

補給などの経費

都支出金

129億円(5.9%)

総務費

74億円(3.4%)

（基金残高には、出納整理期間中の積立額を含む）

生活振興費

76億円(3.5%)

特別区交付金

780億円

(35.7%) 土木費
153億円(7.0%)


